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がん検診受診率の国際比較
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3参照：OECD (2025), Health at a Glance 2025: OECD Indicators, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/8f9e3f98-en.

OECD各国におけるがん発生率



4参照：OECD (2025), Health at a Glance 2025: OECD Indicators, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/8f9e3f98-en.

OECD各国におけるがん死亡率



5参照：OECD (2025), Health at a Glance 2025: OECD Indicators, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/8f9e3f98-en.

OECD各国における乳がん検診受診率



6参照：OECD (2025), Health at a Glance 2025: OECD Indicators, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/8f9e3f98-en.

OECD各国における子宮頚がん検診受診率



7参照：OECD (2025), Health at a Glance 2025: OECD Indicators, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/8f9e3f98-en.

OECD各国における大腸がん検診受診率
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がん検診の受診率
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地域保健・健康増進事業報告によるがん検診受診率

参照：令和5年度地域保健・健康増進事業報告
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国民生活基礎調査によるがん検診受診率

参照：令和4年国民生活基礎調査
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がん検診の受診率向上策
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受診率向上対策について

国は、受診率向上に向けて、がん検診受診率をより正確かつ精緻に、また、個人単位で把握することができる
よう検討する。

国は、受診率向上に向けて、これまでの取組から得られた知見を踏まえつつ、より科学的かつ効率的な受診勧
奨策を、関係学会や企業等の協力を得て、都道府県及び市町村と連携して推進する。また、全ての国民ががん検
診を受診しやすい体制の整備に向け、保険者への財政上のインセンティブを活用したがん検診の推進、がん検診
と特定健診の同時実施の推進、事業主健診時における市町村等で実施するがん検診の受診勧奨の推進、女性・障
害者・非正規雇用者等が受診しやすい環境整備など、受診者の立場に立ったがん検診を受診する上での利便性の
向上に努める。

市町村及び検診実施機関においては、受診者に分かりやすくがん検診を説明するなど、受診者が、がん検診の
意義及び必要性を適切に理解できるよう努める。また、国は、指針に基づくがん検診の意義及び必要性について、
国民が正しく理解できるよう普及啓発を行う。

国は、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、感染症発生・まん延時等にがん検診の提供体制を一時的に
縮小した場合でも、状況に応じて速やかに提供体制及び受診行動を回復させることができるよう、平時における
準備等の対応について検討する。

参照：がん対策推進基本計画（第4期）より抜粋

第4期がん対策推進基本計画における取り組むべき施策（抜粋）



13

① がん検診アセスメント

② がん検診マネージメント

有効性が確立し、
不利益とのバランスを
鑑みて推奨された検診

厚労省の指針

徹底した精度管理

精度管理の体制整備

正しい
検診

正しく
行う

死亡率減少

③ がん検診受診率向上

がん検診の３つのステップ

がん検診に関する基本的事項
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がん検診受診行動の影響要因

参照：受診率向上施策ハンドブック（厚生労働省）



15参照：受診率向上施策ハンドブック（厚生労働省）

がん検診率向上策と受診率の増加
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がん検診の案内の見直し

参照：受診率向上施策ハンドブック第3弾（厚生労働省）
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がん検診の案内の見直し

参照：受診率向上施策ハンドブック第3弾（厚生労働省）



18

がん検診の予約方法の見直し

参照：受診率向上施策ハンドブック第3弾（厚生労働省）
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がん検診の予約方法の見直し

参照：受診率向上施策ハンドブック第3弾（厚生労働省）
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がん検診の受診勧奨の見直し

参照：受診率向上施策ハンドブック第3弾（厚生労働省）
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精密検査受診機関リストの提供

参照：受診率向上施策ハンドブック第3弾（厚生労働省）
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要精検者への医師による説明と案内

参照：受診率向上施策ハンドブック明日から使えるナッジ理論（厚生労働省）
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若年層への受診勧奨法

参照：受診率向上施策ハンドブック明日から使えるナッジ理論（厚生労働省）
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受診項目の推奨

参照：受診率向上施策ハンドブック第3弾（厚生労働省）
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住民検診と職域検診の連携
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がん検診情報の一体的な把握について

参照：第43回がん検診のあり方に関する検討会（2025年4月）
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がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針 改定案

参照：第44回がん検診のあり方に関する検討会（2025年6月）
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令和6年度市区町村におけるがん検診の実施状況調査 全国集計

参照：第43回がん検診のあり方に関する検討会（2025年4月）
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令和6年度市区町村におけるがん検診の実施状況調査 全国集計

参照：第43回がん検診のあり方に関する検討会（2025年4月）
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令和6年度市区町村におけるがん検診の実施状況調査 全国集計

参照：第43回がん検診のあり方に関する検討会（2025年4月）
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がん検診受診インセンティブ
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令和7年度保険者努力支援制度

参照：令和7年度保険者努力支援制度（厚生労働省）
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取組評価分（市町村分）各年度配点比較

参照：令和7年度保険者努力支援制度（厚生労働省）
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令和7年度取組評価分 がん検診・歯科検診 都道府県別

参照：令和7年度保険者努力支援制度（厚生労働省）
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令和7年度取組評価分 がん検診受診率

参照：令和7年度保険者努力支援制度（厚生労働省）
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後期高齢者支援金の加算・減算制度の見直しについて

参照：第46回保険者による健診・保健指導等に関する検討会（2024年7月）
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後期高齢者支援金の加算・減算制度の見直しについて

参照：第46回保険者による健診・保健指導等に関する検討会（2024年7月）
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がん検診の原則と見直し



39参照：Wilson JMG, Jungner G. Principles and practice of screening for disease Geneva: WHO; 1968.

1 対象疾患は健康上の重要な問題である

2 結果、診断された疾患を有する患者のために、有益性が認められた治療法が存在する

3 結果診断された疾患に対して診断及び治療が可能な医療機関が存在する

4 対象疾患は症状が発現する前の、または初期症状を呈する段階があり、その段階での診断が可能である

5 適切な検査または診察方法がある

6 検査は集団に受け入れられるものである

7 対象疾患は、症状が発現する前の段階から発症した段階に至るまでを含む自然史が十分に理解されている

8 どのような者を患者として治療するかについて一致した方針がある

9 患者の見つけ出しの費用は、医療に支出される費用の全額と比べても経済的にバランスがとれている

10 患者の見つけ出しは継続的に実施されるプロセスであり、「一度きり」の事業ではない

Wilson＆Jungnerによる検診実施の原則（1968）



40参照：Mark J Dobrow et.al. Consolidated principles for screening based on a systematic review and consensus process. CMAJ. 2018

疾患/ 状態
1. 疾患の疫学が十分に理解され、これらが重要な健康問題である
2. 疾患の自然史が十分に理解され、検出可能な前臨床段階が存在する
3. 対象集団は明確に定義される

検査/ 介入

4. 検査精度は目的に適しており、感度、特異性などが正確に算定され、信頼性・再現性がある
検査は対象に受け入れられ、安全、安価、効率的に実行・管理できる

5. 検査の結果は、精密検査が必要な受診者を特定するために、明確で解釈可能である
6. 要精検者に対して推奨できる行動が示され、それにより死亡率が低下する
受診者が検査の利益・不利益を理解し、許容できる
偽陽性・偽陰性を最小限に抑える

プログラム/

 システム

7. プログラムの全工程にアクセスするための基盤が整備され（財源、人的資源、情報テクノロジー、施設、検査機器や
技術）、そのための計画がある

8. プログラムのすべての工程を調整し、医療システムと統合することにより、受診者すべてが適切なケアを継続できる

9. プログラムのすべての工程は、受診者、専門家、社会に対して臨床的、社会的、倫理的に受け入れられる
受診者は、自律的に、権利が保障された上で、情報に基づいた選択が可能である

10. 受診者および社会における利益と不利益が明確に定義されており、プログラムの全体的な利益が不利益を上回るこ
とを示す質の高い科学的証拠がある

11. 健康システムまたは社会的視点から、プログラムの経済的評価を実施する
疾患や状態を管理するための、検診以外の費用と効果を明確に考慮しながら、プログラムの実施、運用、維持の全
費用と効果を評価する

12. プログラムには、現状の精度管理や到達目標を確認するための情報や予算に基づいた、計画、モニタリング、評価、
報告に関連する明確な目標がある

Wilson＆Jungnerによる検診実施の原則の見直し（2018）



41参照：OECD (2025), Health at a Glance 2025: OECD Indicators, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/8f9e3f98-en.

OECD各国におけるGDPに占める医療費の割合



42参照：OECD (2025), Health at a Glance 2025: OECD Indicators, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/8f9e3f98-en.

OECD各国における一人当たりの医療費の割合



43参照：OECD (2025), Health at a Glance 2025: OECD Indicators, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/8f9e3f98-en.

OECD各国における医療費と健康アウトカム指標の関連

医療費

平均寿命

医療費

回避可能な死亡率



44参照：OECD (2025), Health at a Glance 2025: OECD Indicators, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/8f9e3f98-en.

OECD各国における医療費とアクセスおよび質指標の関連

医療費

医療費

医療サービスへの満足度
乳がん検診受診率



45参照：OECD (2025), Health at a Glance 2025: OECD Indicators, OECD Publishing, Paris, https://doi.org/10.1787/8f9e3f98-en.

OECD各国における非医学的決定要因とリスク因子
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受診率向上策 その前に
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① がん検診アセスメント

② がん検診マネージメント

有効性が確立し、
不利益とのバランスを
鑑みて推奨された検診

厚労省の指針

徹底した精度管理

精度管理の体制整備

正しい
検診

正しく
行う

死亡率減少

③ がん検診受診率向上

がん検診の３つのステップ

がん検診に関する基本的事項（再掲）
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住民検診における指針外検診の実施状況

参照：第43回がん検診のあり方に関する検討会（2025年4月）
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住民検診における指針外検診の実施状況

参照：第43回がん検診のあり方に関する検討会（2025年4月）



ご清聴ありがとうございました
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よりよい選択を
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